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1.�当行（グループ）の対象役職員の報酬等に関する組織体
制の整備状況に関する事項

（1）「対象役職員」の範囲
	 	　開示の対象となる報酬告示に規定されている「対象役員」および「対
象従業員等」（合わせて「対象役職員」）の範囲については、以下のと
おりであります。

	 　①	「対象役員」の範囲
	 　　	　対象役員は、当行の取締役および監査役であります。なお、社

外取締役および社外監査役を除いております。
	 　②	「対象従業員等」の範囲
	 　　	　当行では、対象役員以外の当行の役員および従業員ならびに主

要な連結子法人等の役職員のうち、「高額の報酬等を受ける者」
で当行およびその主要な連結子法人等の業務の運営または財産の
状況に重要な影響を与える者等を「対象従業員等」として、開示
の対象としております。

	 　　	　なお、当行の対象役員以外の役員および従業員ならびに主要な
連結子法人等の役職員で、対象従業員等に該当する者はおりませ
ん。

	 	 （ア）「主要な連結子法人等」の範囲
　「主要な連結子法人等」とは、当行の連結総資産に対す
る当該子法人等の割合が2％を超えるものおよびグループ
経営に重要な影響を与える連結子法人等でありますが、
該当する連結子法人等はありません。

	 	 （イ）「高額の報酬等を受ける者」の範囲
　「高額の報酬等を受ける者」とは、当行の有価証券報告
書記載の「役員区分ごとの報酬の総額」を同記載の「対象
となる役員の員数」により除すことで算出される「対象役
員の平均報酬額」以上の報酬等を受ける者を指します。

	 	 （ウ）	「グループの業務の運営または財産の状況に重要な影響を
与えるもの」の範囲
　「グループの業務の運営または財産の状況に重要な影響
を与えるもの」とは、その者が通常行う取引や管理する
事項が、当行、当行グループ、主要な連結子法人等の業
務の運営に相当程度の影響を与え、または取引等に損失
が発生することにより財産の状況に重要な影響を与える
者であります。

（2）対象役員の報酬等の決定について
	 	　当行では、取締役の報酬の総額は、株主総会の決議をもって定めて
おります。その配分については、株主利益との連動性確保と持続的な
企業価値の向上を図るため、任期中の成果や貢献度を重視し、取締役
会において決定しております。また、監査役の報酬の個人別の配分に
ついては、監査役の協議に一任されております。

2.�当行（グループ）の対象役職員の報酬等の体系の設計お
よび運用の適切性の評価に関する事項

	 （「対象役員」の報酬等に関する方針）
	 	　当行は、株主利益との連動性確保と持続的な企業価値の向上を図る
ことを目的に、取締役に対し当期純利益を基準とした業績連動型報酬
を導入しております。取締役の報酬の総額は、株主総会の決議をもっ
て定めております。その配分については、任期中の成果や貢献度を重
視し、取締役会において決定しております。

	 	　具体的な役員報酬制度といたしましては、役員の報酬等の構成を、
	 　・基本額
	 　・業績加算額
	 としております。
	 	　また、監査役の報酬の個人別の配分については、監査役の協議に一
任されております。

3.�当行（グループ）の対象役職員の報酬等の体系とリスク
管理の整合性ならびに報酬等と業績の連動に関する事項

	 	　対象役員の報酬等の決定に当たっては、株主総会で役員全体の報酬
総額が決議され、決定される仕組みになっております。

4.�当行（グループ）の対象役職員の報酬等の種類、支払総
額および支払方法に関する事項

	 対象役職員の報酬等の総額
	 （自	平成29年4月1日　　至	平成30年3月31日）

区分 人数
(人)

報酬等の
総額

（百万円）
固定報酬
の総額

変動報酬
の総額

退職慰労
金基本額 基本額

対象役員
（除く社外役員） 7 143 143 143 － － －

対象従業員等 － － － － － － －
（注）対象役職員の株式報酬型ストックオプション、賞与については該当ありません。

5.�当行（グループ）の対象役職員の報酬等の体系に関し、
その他参考となるべき事項

	 	　特段、前項までに掲げたもののほか、該当する事項はございません。
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　平素より私ども鳥取銀行に対しまして格別のお引き立て

を賜り、厚く御礼申し上げます。当行では、平成30年4月よ

り、中期経営計画「NEXT VALUE」をスタートいたしま

した。

　金融市場では、欧米の中央銀行が景気回復を背景に政

策金利を引き上げる中、日本銀行では、物価目標の達成に向

けて金融緩和の継続を示しており、今後も低金利環境は

続くものとみられています。

　地元経済を見ますと、雇用情勢の改善や生産活動の持ち直

しから緩やかな回復基調が続いたものの、小売店販売など

個人消費の一部に回復感が乏しく、投資にも足踏みが見られ

る状況となっています。そのような中、好調なインバウンド需

要を背景に、各地で観光ＤＭＯの設立による地域間連携を強

化する動きがあるほか、大山開山1300年祭などの大きなイ

ベントが開催されることから、観光振興による地域経済の活

性化が期待されています。

　こうした環境の下、当行は、マイナス金利の継続による利

ザヤ縮小や人口減少といった経営課題に対処すべく、従

来の延長線上の“やり方”や、前例踏襲の“考え方”を排除し、

「営業力強化」と「生産性向上」の両立により『収益力の強

化』を図るとともに、『顧客本位』のビジネスモデルを実践す

ることにより、『未来への変革に挑み、お客さま・地域との共

通価値を創造する銀行』を目指してまいります。

　本計画では、目指す姿を実現すべく、2つの基本方針を

掲げております。一つめは、「地元への積極的な資金供給に

よる地域経済の活性化」です。地域に果たすべき当行の重

要な役割・責任の一つが「資金供給」であることを再び強く

認識し、幅広く途切れのない資金供給に努めてまいります。

二つめは「本業支援とコンサルティングを通じたお客さま

本位の業務運営」です。お客さまとの対話を重視し、企業価

値向上や安定的な資産形成に資する提案・サービスを提供

することで、お客さまのニーズに積極的にお応えしてまいり

ます。

　今後とも皆さまの信頼とご期待にお応えできるよう全役

職員が一丸となって努力してまいりますので、一層のご支援

とご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。

平成30年7月

● ごあいさつ

〜お客さま・地域との共通価値の創造〜
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2018年4月～
2021年3月　
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